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Ⅲ（1）休暇取得・労働時間縮減のための取組の実施①

「休暇取得促進」と「労働時間縮減」でそれぞれ1つ以上
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Ⅲ（1）休暇取得・労働時間縮減のための取組の実施②
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Ⅲ（1）休暇取得・労働時間縮減のための取組の実施③
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Ⅲ（1）休暇取得・労働時間縮減のための取組の実施④

議事録例 ガイドブックP66
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Ⅲ（1）休暇取得・労働時間縮減のための取組の実施⑤

周知文書例 ガイドブックP67 資料3 周知文書
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Ⅲ（2）出産後復帰に関する取組の実施①

取り組みは2つ以上

対象者がいない場合でも、対象者がでた場合に備えて、取組
を決定しておく
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Ⅲ（2）出産後復帰に関する取組の実施②
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Ⅲ（3）育児・介護を両立できる取り組みの実施①

取り組みは2つ以上
育児介護休業規程があるだけでは基準を満たせない
周知文書例 ガイドブックP70 資料3 周知文書 9
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Ⅲ（3）育児・介護を両立できる取り組みの実施②
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ワークライフバランスと両立支援

ワークライフバランス

「個々人が仕事上の責任を果たすとともに、家庭や地域生活等、生
活全般の充実を図ることができる状態」

⇒両立支援ができる多様な働き方を増やすことは、採用難の解決策
になる。

生活全般

1. 子育て、家事

2. 家族の介護・看護

3. 農業との兼業、バンド活動など

4. 趣味、稽古事、ボランティア、地域活動、交友、自分の時間

5. 自己啓発、学業、教育訓練（資格取得・通信教育・通学・留学等）、
人脈作り
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両立支援の必要性

人材確保・定着促進

結婚・妊娠・出産・育児・介護等のライフイベントに対応することで離
職を防ぎ、大切にしていることと両立できる仕事があればその仕事を
大事にする。

利用者満足にもつながる

職員の生活体験の充実は、利用者の生活支援において尊厳のあ
るケアの実現プランに働いてきます。子育ての経験は「受容」「共感」
「やさしさ」「気づかい」につながります。

負荷が高い仕事への配慮

入所施設は２４時間体制で身体介護や生活支援、人間の生死にも
係る仕事である等、心身ともに負荷のかかる仕事です。特に職員の
負荷に配慮することが求められます。
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ワークライフバランスの抵抗要因

コスト面の不安

余分な人材配置が
難しい

コストアップになる
ようなことをやる気
力がない

円滑な業務運営へ
の不安

ただでさえ忙しい
のに、戦力ダウン
するのでは、業務
が回らなくなる。

休暇取得者が重な
ったら立ち行かな
い

他の職員の理解へ
の不安

夜勤免除や業務負
担の軽減等特別な
配慮が必要になり
、他の職員の負荷
が高くなる。
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ワークライフバランスのコスト

ワークライフバランスのコスト
消耗戦となった職場のコスト
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ワークライフバランスの進め方

11 経営トップの意思決定

22 子育て支援等についての方針・考え方の表明、職場への徹底

33 管理職層への問題提起、理解促進、教育～マネジメント改革～

44 職員のキャリア開発支援

55 現場ニーズに応じた子育て等両立支援の仕組み作り

66 子育て支援等を効果的に機能させる職場環境整備

77 より良い仕組みへの検証・改善

どこに課題があるかを標準的な職員を基準に分析 15
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働き方・休み方改善ポータルサイト

https://work-holiday.mhlw.go.jp/ 16
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経営トップの意識

課題
経営トップの長時間労働の削減や休暇取得に関する意識が低い
対策

所定外労働時間削減・年次有給休暇促進は、採用・定着・健康配慮
の経営課題として認識する。

経営課題として位置付けで、職員に発信する。ポスターを貼る、社
内報、イントラネットを活用する。経営トップから随時メッセージを発
信する。

長時間労働のまま、女性職員を活躍させるという意識からの脱却す
る。
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管理職の意識

課題

管理職自身や職員に対する長時間労働削減や休暇取得に関する意識
が低い

対策

管理職のマネジメント能力によるところが大きいと認識する。

管理職の人事考課にワークライフバランスに関する項目を設定する。

労働時間等設定改善委員会を設置し、具体的な話し合の場に参加す
る。

管理職による所定労働時間の事前承認制を設ける。残業すべき業務
か否が精査できる。ダラダラ残業、生活残業はなくせるようになる。

管理職もノー残業デイには定時退社する。
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職員の意識が低い

課題

仕事にやりがいを持っていて、他にやりたいこともなく問題意識を持っ
ていない。

対策

長時間労働による疲弊はミスを誘発し、事故にも繋がることを認識
する。

人事考課項目にワークライフバランスに関する項目を設定する。

長時間労働者・年次有給休暇未取得者は、定期的に面談による近
況報告をさせる。

家族、自己啓発、休養、趣味など人間性を高めることを推奨する。
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体制に課題①

課題

施設内で取組が共有されず、機能していない

対策

職員間では課題が分からないときがある。社外の専門家（コンサル
タント、社会保険労務士、産業カウンセラー等）による相談窓口の設
置、ワーキング参加を通して、アドバイスをもらう。

実現ができている施設を好事例として取組を分析し、真似をする。

新人の育成過程で時間を取られる場合は、OJT担当者の育成過程

の時間と主業務の時間を明確にする。業務量が過大になったときは、
主業務にて支援体制を組む。

職責・職種に応じた働き方の選択肢を用意する。介護職は１か月変
形労働時間制、相談員・ケアマネは時差勤務等
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ワーキングシート 例

項目 現状 ワーキングの意見 今後1年の取り組み キーマン

長時間労働の
原因

恒常的に残業
が発生してい
る

・みんなでやる仕事とし
ているが、実際は業務
が集中している職員が
いる。

・育児中でシフトに制限
のある職員がいる

・単純作業で他の職員
でもできる作業がお願
いしくい。

・職務を切り分けをして
正規・パートの役割を
明確にする。

・育児等はいつ発生す
るか分からない。他部
署・他職種からの応援
ができるように育成を
する。

・異動できる職員の処
遇を高くする。

・フロアーリー
ダー

年次有給休暇
が取得できな
い

・人員不足の
ため無理

・業務が属人化している。

・休みたい日に誰かに
替わって貰いたいが言
い出しずらい。

・強制的に付与させたい
が別の日がいいと断ら
れる。

・その人しかできない業
務を減らすために業務
の見える化をする。

・計画年休を取り入れ
て交代で取得する。

・多様な働き方の選択
肢を用意して採用の幅
を広げる

・施設長
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体制に課題②

課題

会議が多い・効率的に行われていない。

対策

 「明確な意思決定を行う、会議に必要な人のみが出席等」の決まり
事を徹底する。これに加えて、決められた会議時間内に決定をする、
会議に提出する、資料枚数の上限を定める、資料の事前読み込み
等具体的なルールを設定する。

課題

書き物が多い

対策

他職種申送りなどの書式が多すぎる。福祉向けの無料のSNSを活
用する。
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仕事の進め方①

課題

経験者を採用したが、業務説明に労力がかかる。

対策

業務の棚卸をして、業務標準化（マニュアル化）をする。

課題

退職者、異動、育児休業時に引継ぎに時間を取られる。

対策

引継書を作成する。業務が俯瞰でき、業務フローが分かるように整
理しておく。業務標準化を活用する。

23
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仕事の進め方②

課題

IT化に忌避感のある職員がいる

対策

通常のマニュアルとは別に現場に特化した簡易マニュアル（図入り）
を作成する。高齢職員には覚えるまでマンツーマンで教える。

課題

主業務以外にも補助的な業務が恒常的にあり、多忙になっている。

対策

業務の棚卸により、補助的な業務を切り分けて補助的な業務は、
パートタイマーに割り当てる。
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仕事の進め方③

課題

リーダーの業務が多岐に亘り、長時間労働を余儀なくされている現状
から、女性職員が登用を拒むことがある

対策

マネジメント業務と職員業務の両方を幅広くこなしている場合が見
受けられるので、業務の再配置をして調整する。

 リーダー業務が属人化しないように、周囲の職員の育成を進める。

 タイムスタディにより業務と時間の関連性を明らかにする。

短時間正職員制度を導入して、短時間でもリーダー職を担えるよう
に制度を構築する。

25
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福祉職場に関連する改正法の施行時期

法律 大企業 中小企業

雇用対策法→労働政策総合推進法 2018年7月6日

労働基準法

年次有給休暇5日付与義務 2019年4月1日

時間外労働の上限規制 2019年4月1日 2020年4月1日

月60時間超の時間外労働割増賃金を
50％以上にする

施行済 2023年4月1日

労働時間等設定
改善法

勤務時間インターバル努力義務 2019年4月1日

労働安全衛生法 管理監督者を含む労働時間把握 2019年4月1日

パートタイム・有
期雇用労働法 同一労働・同一賃金

2020年4月1日 2021年4月1日

労働者派遣法 2020年4月1日

※医療・福祉では、企業単位で資本金5,000万円以下又は常時使用する労働者数100人以下
が中小企業となる。資本金や出資金の概念がない場合は、労働者数のみで判断する。
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福祉職場の働き方改革への対応

多様な働き方により両立支援・ワークライフバランスを実現する。

両立支援は、超勤を減らす、休みを増やすだけというものではない。

同一労働同一賃金により格差のない処遇を実現する。

女性のキャリア形成を阻む要因を一掃する。

両立支援で離職者を減少させ、職員定着を促す。

多様な働き方で雇用の窓口を増やし、入職希望者を増やす。

モチベーションが切られない処遇により職員の帰属意識の向上を図る

法改正に対応した職員の区分を整備する。

無条件に職員に優しくするということは求められていない。仕事の質は

問われることになる。
27
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健康配慮の勤務 勤務間インターバル

（厚生労働省 労働時間等設定改善法の改正等について）

翌日の就業時間が繰り下げられることを繰り返す
と徐々に時間がずれてゆくことになる

28



睡眠時間は重要です。
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福祉職場の勤務時間インターバルの考え方

終業時刻から始業時刻までの間隔が11時間以上あるとよいとさ
れている。シフトの間隔を11時間以上は開けるようにする。

恒常的に夜勤のある入所施設では、夜勤明け日から次の始業時
刻までの間隔が、11時間ではきついと報告がある。それ以上が必
要と考えられる。

参考 中抜け 始業の数時間と終業の数時間を勤務時間とし、その
間の数時間は完全な自由利用ができる。

＜事例集＞

https://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/rou

doukijun/jikan/interval/case_study.html

働き方改革推進支援助成金（勤務間インターバル導入コース）
30
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労働時間の適正な取り扱い➀

労働時間とは、使用者の指揮監督の下にある時間をいい、介護サー
ビスを提供している時間に限るものではありません。

交代制勤務における引継ぎ時間

業務報告書等の作成時間

利用者へのサービスに係る打ち合わせ、会議等の時間

使用者の指揮命令に基づく施設行事等の時間とその準備時間

研修時間（使用者の明示的な指示に基づいて行われる場合

〈パンフレットP4〉

31
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労働時間の適正な取り扱い②

 「使用者の指揮命令下」とは、労基法の解釈によって客観的に定
められるもので、当事者間で決めるものではありません。

 「待機時間」とは、使用者が急な需要等に対応するため事業場等
において待機を命じ、当該時間の自由利用が労働者に保障され
ていないと認められる場合には、労働時間に該当します。

〈パンフレットP15〉

 「移動時間」とは、事業場、集合場所、利用者宅の相互間を移動
する時間をいい、この移動時間については、使用者が業務に従事
するために必要な移動を命じ、当該時間の自由利用が労働者に
保証されていないと認められる場合には、労働時間に該当します。

〈パンフレットP14〉

32
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労働時間の適正な取り扱い③

通常の移動に要する時間程度なら労働時間とされる

お昼休みとは限らない 33
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休憩

休憩は確実に取得できるようにしましょう。

労働時間が６時間を超える場合には少なくとも４５分、８時間を超
える場合には少なくとも1時間の休憩が途中に必要です。

休憩は、労働者の自由に利用させなければなりません。

＜パンフレットP6＞

注意事例

代替要員の不足等から夜勤時間帯の休憩が確保されていない

正午～午後１時などの所定の休憩時間に利用者の食事介助等を
行う必要が生じ、休憩が確保されていない例

休憩時間に業務報告書を書いている

34
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休日➀

夜間勤務者等の法定休日を確保しましょう。

使用者は、労働者に対して、毎週少なくとも１回の休日を与えなけ
ればなりません。（４週間を通じ４日の休日を与えられることも認め
られます。）

この「休日」とは単に連続２４時間の休業を指すのではなく、原則と
して暦日（午前０時から午後１２時まで）の休業をいいます。

 したがって、いわゆる「夜勤明け」の日は、法定休日には該当しま
せん。

＜パンフレットP6＞
35
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休日②

4週4日以上を暦日で確保 36
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年次有給休暇➀

非正規社員も含めて、6か月間継続勤務し、全労働日の８割以上出

勤した労働者に対しては、年次有給休暇を与えなければなりません。
（労働基準法３９条）

＜パンフレットP8＞
いつの間にか超えているときがある 37
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年次有給休暇②

 1年間の所定労働日数を算定し難い場合は、付与基準日直前の
実績を考慮することができます。

年次有給休暇なし入社日

労働日数実績×2＝年間所定労働日数

EX 120日で30時間未満なら3日付与
6カ月経過日

38
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年次有給休暇③

年次有給休暇の時効は２年

年次有給休暇の取得は拒むことができません。

有給休暇は「会社（使用者）の承認により与える。」という性格のも
のではなく、無条件で与えられるものです。但し、有給休暇の取得を
認めることにより事業の正常な運営を妨げることになる場合は、別
の日に取得するように求めることができます。（これを「時季変更権」
といいます。）

時季変更権を行使するための条件は極めて限定されており、単に
「多忙だから」「代わりの従業員がいないから」という理由だけでは認
められません。
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年次有給休暇④

年次有給休暇の取得を抑制する不利益扱いはしないようにしま
しょう。

年次有給休暇を取得した労働者に対して、賃金の減額その他不
利益な取り扱いをしてはいけません。例えば、精皆勤手当や賞与の
減額の算定に際して、年次有給休暇を取得した日を欠勤として取り
扱うことは、不利益扱いとして禁止されています。

（労働基準法１３６条）

賃金の減額その他不利益な取り扱いには、配置転換するなども含
まれます。福祉職場では、職員間でお互い様との意識があれば、チ
ームワークは向上する。
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年次有給休暇⑤

自由利用の原則

年休は何に使うかは使用者の干渉を許さない労働者の自由で
す。旅行・スポーツの他、病気療養でも取得できます。

時間単位の年次有給休暇

労使協定を締結すれば、１年に５日分を限度として時間単位で
年次有給休暇を取得できます。また、年次有給休暇を1日単位で
取得するか、1時間単位で取得するかは、労働者が選択できます。

＜労働基準法のあらまし 東京労働局＞
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子の看護休暇・介護休暇 法改正 令和3年1月

育児や介護を行う労働者が子の看護休暇や介護休暇を柔軟に取
得することができるよう、育児・介護休業法施行規則等が改正され、
時間単位で取得できるようになります。
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Ⅲ（4）健康管理に関する取組の実施①

目的の異なる取り組みを2つ以上
多くのご施設で複数の取り組みをしている
周知文書例 資料3 周知文書
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Ⅲ（4）健康管理に関する取組の実施②
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セクシャルハラスメントの定義

職場において行われる性的な言動に対するその雇用する労働者
の対応により当該労働者がその労働条件につき不利益を受け、
又は当該性的な言動により当該労働者の就業環境が害されるこ
と （厚生労働省 指針）

 男性から女性に対する言動に限らず、女性から男性への言動や
同性間も含まれます。

 被害を受ける者の「性的指向」や「性自認」にかかわらない。

「性的指向」とは、人の恋愛・性愛がいずれの性別を対象とするか
「性自認」とは、性別に関する自己意識による
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セクシャルハラスメント判断基準

被害者と同じ立場におかれた平均的な従業員が不快と感じ、その

対応により不利益を受けた場合、または能力発揮や就業環境に

悪影響がある場合が該当します。

セクシャルハラスメントの状況は多様なため、判断にあたっては個

別の状況を鑑みる必要があり、被害者の主観を重視しつつも、一

定の客観性が求められるので、平均的な従業員の感じ方を基準と

するのが適当とされています。

相手が平均的な従業員と異なる感じ方をすることを知っていたとき

は、セクシャルハラスメントと判断されることもあります。
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マタニティハラスメント等の定義・判断基準

定義

妊娠・出産したことや育児・介護休業などを利用することに対する上
司や同僚からの言動により、妊娠・出産した「女性従業員」や育児・
介護休業等を申請、あるいは利用した「男女従業員」が不利益な扱
いを受けたり、就業環境が害されたりすること。

判断基準

妊娠・出産等の状態や育児・介護休業制度等の利用等と嫌がらせの
行為や不利益な取り扱い、就業環境の悪化とに客観的な因果関係
があるものが該当します。なお、業務上の必要性から利用期間を確
認する、従業員の意向を確認する行為、体調の悪い妊婦に配慮する
言動はハラスメントには該当しません。
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